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1.  背景と目的 

1.1.  背  景 

社会資本の道路は、安全・安心な市民生活を営みに直結するものです。道路の機能維持には、道

路橋梁、トンネルおよびシェッド等の道路施設があります。 

昭和の高度成長期に建設された道路施設は、50 年以上経過し老朽化が社会問題となっています。平

成 24 年 12 月中央自動車道笹子トンネルの天井板落下事故は、公共施設の安全確保には維持・管理

の重要性を知らせるものでありました。 

本市が維持管理する公共施設は、道路橋梁 389 橋、トンネル 1施設、シェッド 2施設です。 

また、少子・高齢化に伴う人口減少、税収減少により公共施設の維持費も減少し、市民生活の安全・

安心を確保に対する大きな課題となっています。 

 

1.2.  目  的 

この課題には、従来の「事後対処」維持管理から５年毎の法定点検結果に基づき、損傷が大きく

なる前に修繕する「予防保全」維持管理に移行することが求められています。それにより、老朽化

による事故防止や維持管理予算の平準化やコスト縮減の実現を目的とするものです。 

 

 

2.  計画策定 

2.1.  計画方針 

公共施設の長寿命化を目的とした計画策定は、「個別施設」策定により実現するものであり、 

本市における、個別施設計画は、下記３施設です。 

１．道路橋梁の個別施設計画 

２．トンネルの個別施設計画 

３．シェッドの個別施設計画 

 

2.2.  計画期間 

計画期間は、下記としました。 

１．道路橋梁は、令和 1年度(2019 年)から令和 5年度(2023 年)の 5 ヶ年間 

２．トンネルは、令和 3年度(2021 年)から令和 7年度(2025 年)の 4ヶ年間 

３．シェッドは、令和 3年度(2021 年)から令和 7年度(2025 年)の 4ヶ年間 
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3.  道路橋編 

3.1.  長寿命化計画策定の基本方針 

道路は住民生活に密着しています。道路機能の一部である橋梁(389 橋)は、機能維持に不可

欠な施設です。施設の損傷が進行した場合、長期間の通行止めなどの住民生活への影響が懸念

されます。そのため、損傷が深刻化してから修繕を行う事後保全から、定期的に点検を実施し

損傷が深刻化する前に修繕を行う予防保全へ転換すると伴に、橋梁施設の長寿命化計画(個別施

設計画)の策定が必要です。 

 

3.2.  道路管理区分に関する方針 

管理区分を設定ための条件は、下記の通りです。 

・道路法上の橋梁は延長 2.0ｍ以上です。 

・福島県防災会議「福島県地域防災計画 震災対策編」で指定する緊急輸送路は、以下の通りです。 

 

・第１次確保路線 

国道 121 号 （栃木県境～山形県境） 

 

・第２次確保路線 

国道 459 号 （国道 115 号～喜多方会津坂下線） 

主要地方道  喜多方西会津線 (喜多方停車場全～会津坂下山都線) 

(国道 49 号～上郷舟渡線) 

喜多方会津坂下線(国道 459 号～喜多方停車場線) 

会津坂下山都線 (喜多方西会津線～山都柳津線) 

猪苗代塩川線  (全線) 

一 般 県 道  山都柳津線   (国道 49 号～会津坂下山都線) 

喜多方停車場線 (国道 121 号～喜多方西会津線) 

上郷舟渡線   (山都柳津線～喜多方西会津線) 

熱塩加納山都西会津線 

(国道 121 号～喜多方市総合支所熱塩加納総合支所) 

市 町 村 道  喜多方市道  上高額桜が丘線(喜多方合同庁舎を結ぶ)････路線 1107 

押切西線   (喜多方水道局を結ぶ)･･････路線 13116 

桜が丘稲村線 (喜多方合同庁舎を結ぶ)････路線 1108 

東四谷新町線 (ヘリポートを結ぶ)････････路線 1109 

一中通り線  (喜多方第一中学校を結ぶ)･･路線 11047 

・第３次確保路線 

市 町 村 道  喜多方市道  図書館東線  (喜多方第一中学校を結ぶ)･･路線 11032 
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3.3.  緊急輸送路に関する方針 

緊急輸送道路は、災害や避難・救助等で物資供給等の活動に緊急車両の通行を確保する重要路線

で高速自動車国道や一般国道及びこれらを連絡する幹線的な道路です。 

※【災害時の路線確保】は、次頁に資料として添付します。 

 

〇災害時の重要とする路線と橋梁 

発災時には、喜多方市役所(本庁)と４支所（熱塩加納、山都、高郷、塩川）は対応拠点とな

り、本庁と各支所間の路線確保は必要です。 

また、緊急輸送路や県道を補完よる路線の機能向上や縦・横の交通網構築と洪水時に橋梁が

流失して孤立集落となる可能性がある橋梁を重要橋梁とします。 

 

〇災害時の応急組立橋 

平成 19 年 3 月「福島県橋梁調査点検マニュアル（案）」には、橋長や架橋状況により下記区

分されています。 

①橋長 15ｍ以上は道路統計年報で調査対象とする橋長 

②橋長 15ｍ未満は、万一著しい損傷が発生した場合においても、迅速な対応が可能 

③本計画では、災害時の応急対応には「応急組立橋」とし橋長は 30ｍ 

 

3.4.  集約・撤去に関する方針 

市が維持管理する橋梁(389 橋)は、社会経済情勢や施設利用の状況変化、施設周辺の道路整備

状況により、橋梁の集約・撤去および機能縮小等による維持管理費の縮減を図るべき橋梁があ

り、以下の取組方針とします。 

 

〇利用頻度の低下 

新道完成後、旧道に架かる橋梁等は、利用状況や迂回距離、災害時の避難、隣接家屋・施設

へのアクセス状況を踏まえ、集約・撤去により維持管理の縮減を行います。 

 

〇小規模橋梁の更新 

老朽化した小規模橋梁(橋長５ｍ未満)の更新は、施工性・維持管理が容易なボックスカルバ

ートへの移行により施工費、維持管理費の縮減を行います。 

 

3.5.  個別施設計画の目的 

橋梁の個別施設計画は、施設の老朽化が進行した場合には大規模な修繕が必要になるほか、更

に修繕ができない状態まで進行した場合には「撤去・新設」となります。これらの対応には多く

の事業費が必要になると伴に、長期間の通行止めで住民生活への影響が懸念されます。定期点検

を踏まえた施設の維持管理費(ＬＣＣ)の縮減、予算の平準化を図りつつ第三者に対する安全性・

信頼性の確保することが、個別施設計画の目的です。 
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【災害時の路線確保】 
【１】災害時における「本庁と支所」との路線確保の検討 

１. 目  的：発災時、市民の安全・安心を確保する必要があります。そのため拠点となる本庁と各支所(熱塩加納・山都・高郷・塩川)との路線確保に重要な橋梁選定を目的とします。 

２. 条  件：①発災の種類、「洪水(氾濫)、崖崩れ(土石流)、地震 等」です。 

②路線確保は、本庁と支所の路線確保を目的とします。(支所間の路線確保はしません) 

③路線を分断する河川(阿賀川、只見川、濁川、押切川)を想定します。 

３. 検討路線：発災時の路線確保には、平成 26年 11 月策定「喜多方市地域防災計画」および 福島県防災会議「福島県地域防災計画」等の緊急輸送路です。 

４. 対象橋梁：上記の路線を分断する河川に架かる橋梁を対象とします。 

５. 選定結果：本庁と各支所間貫の路線確保は、緊急輸送路(第１～３次)の確保路線(下図 ①～④)および県道に架かる橋梁(下図 ⑤～⑨)により確保されると判断しました。 

６. 選定内容：各支所間の選定内容は、下記です。 

 

【 高 郷 支 所 】 

支所との分断河川は、阿賀川、只見川です。 

この河川に架かる市管理の橋梁は「無い」ため 

県管理の「②見頃橋、③濁川橋、④太田橋」に 

より路線は確保されています。 

 

【 山 都 支 所 】 

支所との分断河川は、阿賀川、只見川です。 

この河川に架かる市管理の橋梁は「無い」ため 

県管理の「②見頃橋、③濁川橋、④太田橋」に 

より路線は確保されています。 

 

【 塩 川 支 所 】 

支所との分断する河川はありません。 

そのため、路線は確保されています。 

 

【 熱塩加納支所 】 

支所との分断河川は、濁川、押切川です。 

この河川に架かる橋梁は、緊急輸送路の第１次 

確保路線 国 121 号および第２次確保路線 国道 

459 号に架かる①吉志田北橋、②見頃橋と県道 

日中喜多方線に架かる⑤吉志田大橋があるため 

路線は確保されています。 

 

 

 

 

図表 発災時の「本庁と支所」との路線確保検討図 
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【２】災害時の重要路線と橋梁選定 

１. 目  的：重要路線は市管理道路のうち、災害時の「緊急輸送路」機能補完や孤立集落を防ぐことを目的に「路線」と「橋梁」の選定が目的です。 

２. 検討範囲：①喜多方市の広域的対策は、「緊急輸送路」を基本とし人口が集中している市街地を範囲とします。 

②人口過疎地や災害時に孤立する可能性のある集落は、範囲とします。 

③緊急輸送路や県道補完により、路線の機能向上や縦・横の交通網が構築可能となる地域を範囲とします。 

３. 範囲選定：人口が密集している「喜多方・塩川の市街地」を包括する範囲(下図 ①)とします。 

４. 対象橋梁：災害時の孤立集落を防ぐ橋梁は、下図( ②橋爪橋、③第一早稲谷橋、④大橋)とします。 

５. 機能向上：機能補完する橋は、国道 459 号と県道喜多方西会津線の ⑤寺内橋、県道熱塩加納会津坂下線と県道大平喜多方線の ⑥半在家橋です。 

６. 選定内容：選定内容は、下記です。 

 

【 市 街 地 の 軸 線 】 

緊急輸送路縦軸は、第１次確保路線の 国道 121 

号、横軸は第２次確保路線の国道 459 号です。 

喜多方街地は、第３次確保路線の上高額桜が丘 

線（縦軸）、桜が丘稲村線（横軸）、東四谷新町 

線（横軸）があります。その範囲は上部(北)側 

で、塩川町周辺の下部(南)側にはありません。 

そこで、県道熱塩加納会津坂下線と県道北山会 

津若松線を結ぶ「横軸」を新に設けました。 

上記の緊急輸送路である５橋（桜が丘橋、稲村 

橋、天神大橋、新町橋、幸橋）は指定橋梁です。 

横軸「西田原橋～田原橋～弾正の橋～上窪橋」 

を重要橋梁としました。 

 

【 孤立集落を防ぐ橋梁 】 

洪水等により橋梁流失で孤立する可能性がある集 

落は、( ②一ノ木、③早稲谷、④入田付 )３集落 

です。この集落に架かる「橋爪橋、第一早稲谷橋、 

大橋」を重要橋梁としました。 

 

【 機能を補完する橋 】 

右図、⑤寺内橋、⑥半在家橋は、緊急輸送路で国 

道 459 号と県道喜多方西会津線および熱塩加納会 

津坂下線と大平喜多方線の県道の路線の補完する 

ための重要橋梁としました。 

 

 

 

図表 災害時対応の重要路線と橋梁の選定図 
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3.6.  個別計画策定の効果 

長寿命化修繕計画に基づく修繕を実施することで、以下の効果が期待できます。 

〇健全度の向上 

定期点検を実施し現状を把握しながら、適切な修繕を計画的に実施することで、施設の安

全性が確保され、道路機能施設の信頼性が確保できます。 

 

〇維持管理費の縮減 

事後的な修繕・架替から、予防的な修繕や計画的な架替にと移行ことで、効果的な維持管

理費の縮減が実現されます。 

 

〇予算の平準化 

修繕・架替に掛かる費用を予測することで、予算の平準化を考慮した修繕計画を策定が可

能となります。 
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4.  道路橋梁施設計画の策定方針 

4.1.  個別施設計画 

市が維持管理する橋梁の個別施設計画策定方針は、下記に示します。 

(１)施設計画策定の期間 

修繕・架替の措置の優先順位や事業費を基に約 30年間の道路橋個別施設計画を策定します。 

 

(２)措置の優先順位 

措置の優先順位は、健全性、社会的な影響度を総合的な条件を考慮して設定します。 

 

(３)橋梁毎の点検時期、措置の内容・時期 

点検時期および措置の内容・時期は、道路橋個別施設計画に示すとおりですが、今後の点

検や診断の結果により、緊急的な予防措置等を踏まえ計画を見直す場合があります。 

 

(４)ボックスカルバートは、道路を横断し橋梁と同様に機能する構造物として設置されています。

定期点検要領「シェッド、大型カルバート等」で大型カルバートは「内空に２車線以上･･･」

とあります。本、計画策定では２車線を(2×2.75ｍ＝5.50≒)5.00ｍとしました。 

 

(５)橋梁の評価項目は、橋長、幅員、供用年数、材質、構造形式、環境等があります。 

 

(６)路線の重要度は、生活確保路線、バス路線、除雪路線等の地域特性により評価します。 

(※生活確保路線とは、住民の生活を確保するために不可欠な路線のことです) 

 

(７)個別施設計画による効果 

事後的な修繕・架替から、損傷が軽微な状態での予防的な修繕や計画的な架替へと移行す

ることで橋梁の安全性・信頼性を確保し、長期的な維持管理費(ＬＣＣ)を縮減します。 

 

4.2.  老朽化対策の基本方針 

老朽化する施設が増加する現状を踏まえ、基本方針は下記とします。 

(１)維持管理サイクルの構築 

定期的な点検･診断により橋梁の状態を把握し、診断結果や社会的な影響度等により対策の

年次計画を策定するとともに、計画に基づく予防的な修繕を行う一連の流れの維持管理サ

イクルを構築します。 

 

(２)点検情報の利活用 

点検･診断や修繕･更新等の情報は、個別施設計画の策定や橋梁を維持管理していく上で重

要な情報であることから、各種関連情報を保存するとともに、様々な場面で利活用します。 
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4.3.  災害時の対応方針 

災害時対応方針は、下記とします。 

(１)目  的 

喜多方市は、平成 18 年 1月の合併（旧 喜多方市、塩川町、山都町、高郷村、熱塩加納

村）により広範囲の中山間地に多数の“渓流”や阿賀川・只見川の“大河川”があり、

現在 389 橋を管理しています。 

 

(２)現状・課題 

我が国は台風等による風水害が毎年多発しています。平成 23 年 7 月新潟・福島豪雨が発

生しました。この「新潟・福島豪雨」では、只見川に架かる橋桁流出や鉄橋崩落し住民

生活に大きな影響を与えました。災害発生時、住民生活の影響を少なくする目的のため

橋梁の応急対応が必要となります。 

 

(３)対 応 策 

「福島県橋梁調査点検マニュアル（案）」架橋状況では、下記区分がされています。 

①橋長 15ｍ以上は道路統計年報で調査対象とする橋長 

②橋長 15ｍ未満は、万一著しい損傷が発生した場合においても迅速な対応が可能 

③点検困難（高速道の跨線橋、橋長 100ｍ以上で大河川に架かる橋、多径間の河川橋） 

平成 30 年 1 月改定された同マニュアルには橋長 15ｍの記載がありません。 

そのため、災害時には下記の新技術による応急対応が必要となります。 

 

4.4.  新技術等の利活用 

年々進歩する新技術の進歩を踏まえ、利活用の方針は下記とします。 

(１)新技術等の利活用 

厳しい財政状況等を踏まえ、橋梁の維持管理の効率化や費用縮減を図るには新技術・新工

法の利活用が必須です。そのため道路橋梁には、点検時のドローン、赤外線カメラによる

精度・効率の向上および補修工事の新技術・新工法を積極的に採用します。 

 

(２)補修工事等での利活用 

補修工事は、全ての橋梁で設計段階での新技術・新工法の積極的な利活用を検討し、今

後 30年間で補修予定橋梁 97橋において、約 21％の費用縮減を目指します。 

 

(３)応急組立橋の新技術 

国土交通省では、地震、洪水等により被災した道路や橋梁の代わり現地で短時間に組立て

できる「応急組立橋」に関する知識、架設技術の構築を目指します。応急組立橋は仮設橋

のことで、緊急車両や災害対策車両の輸送路を確保する重要な役割を持っています。 

 

 



 
 
 

9 
 

5.  個別施設計画の対象橋梁 

5.1.  対象橋梁 

本市が維持管理する対象橋梁は 389 橋で、分類は以下に示します。 

 

5.2.  道路橋梁の分類 

分類項目は(材質)、(橋長、支間長、径間)、(健全度)、(構成部材)としました。 

 

１．材質による分類 

(１)Co 橋 (全 328橋)①Ｂox橋：64 橋、②RC 桁橋：120 橋、③PC 桁橋：144 橋 

(２)鋼製橋(全 51橋)①鋼桁橋：50 橋、②トラス橋：1橋 

(３)木製橋(全 6橋)：木材橋 

(４)その他(全 4橋)：石材橋 1橋、複合材橋 3橋 

 

２．橋長、支間長、径間による分類 

(１)Co 橋 (328 橋) 

・Ｂox 橋( 64 橋)：(支間長 5ｍ未満) 58 橋、(支間長 5ｍ以上) 6 橋 

・RC 桁橋(120 橋)：(支間長 5ｍ未満) 99 橋、(支間長 5ｍ以上)21 橋 

・PC 桁橋(144 橋)：(支間長 15ｍ未満)104 橋、(支間長 15ｍ以上､25ｍ未満)30 橋 

(支間長 25ｍ以上) 10 橋 

(２)鋼 製 橋(51 橋) 

・鋼 桁 橋(50 橋)：(支間長 25ｍ未満)36 橋、(支間長 25ｍ以上､50ｍ未満)13 橋 

(支間長 50ｍ以上) 2 橋 

・トラス橋( 1 橋)：(支間長 50ｍ以上) 1 橋 

(３)木 製 橋( 7 橋)：（木材橋） 

(４)そ の 他( 3 橋)：（石材橋 1、複合橋 3） 

 

３．管理区分による分類 

 

管理区分 区 分 内 容 橋梁数 
健全度Ⅲの橋 

(主部材) 
方 針 

重要管理 緊急路線の橋、災害時重要橋 14 6 

橋梁主部材の修繕 予防保全 重要管理橋以外で橋長 30ｍ以上の橋 36 6 

簡易予防保全 5ｍ以上 30ｍ未満の橋、5ｍ未満で生活確保路線の橋 163 18 

事後保全 橋長 5ｍ未満の橋、またはボックスカルバート 169 20 補修の直営で対応 

計  389 50  

 

 

 

図表 5.2-1 管理区分の内容と橋梁数 
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5.3.  橋梁基礎資料 

5.3.1.  全橋梁(N=389 橋) 
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6.  劣化予測曲線 

6.1.  劣化予測曲線の作成 

(１)劣化予測曲線の作成手順 

劣化予測曲線は、健全度評価結果を用いて、以下の手順で作成します。 

①橋梁ごとの既存の健全度の評価値をコンクリート橋、鋼製橋に分類 

②橋梁ごとに分類した健全度の評価値を用いて、経過年数分布を作成 

③各健全度の評価値に至る経過年数の平均値を算出 

④経過年数の平均値を回帰分析し、劣化曲線を作成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(２)劣化予測値のばらつき評価 

作成する劣化予測値の「ばらつき」を評価する指標の１つとして、健全度評価値毎の経過年

数分布における標準偏差σ（ 分散σ2 ）を算出します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 6.1-1 劣化予測曲線の作成 

図表 6.1-2 平均到達年から±1σの範囲に含まれる割合(正規分布) 
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(３)健全度評価値別の標準偏差 

健全度評価値別の標準偏差を求めるためには母集団(計算対象となる集合体)を作成します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 6.1-3 橋梁工種別の健全度数区分 

木製橋梁 N=6 

(内 落橋等で通交不能な橋梁 N=6) 

その他橋梁 N=4 

(内 落橋等で通交不能な橋梁 N=1 

石橋 で評価不能な橋梁 N=1) 

健全度評価 

N=98 

(Ⅰ) N=16 

(Ⅱ) N=65 

健全度評価 

N=47 

(Ⅰ) N= 6 

(Ⅱ) N=34 

(Ⅲ) N= 7 

喜多方市管理橋梁の全体 389 橋 

内訳( Box 64＋ RC 橋 120＋ PC 橋 144＋ 鋼橋 51＋ 木橋 6＋ その他 4) 

・コンクリート製 ( Box 67 ＋ RC 橋 118 ＋PC 橋 145 )= 330 橋 

・(ＲＣ、ＰＣ橋) ( RC 橋 120 ＋ PC 橋 144 )= 264 橋 

・ト ラ ス 橋の点検は会津坂下町との協定締結により依頼しています 

・木橋、その他の橋梁は劣化予測曲線の計算は行ないません 

Box ｶﾙﾊﾞｰﾄ

N=64 

ＲＣ橋 

N=120 

ＰＣ橋 

N=144 

劣化予測曲線 

は計算しない 

谷地畑橋等 

(通行不能) 

N=2 

評価対象橋 

N=118 

中屋敷南屋敷

線１号橋(撤

去) 

評価対象橋 

N=143 

鋼製橋 

N=51 

袋原大橋 

(トラス橋) 

N=1 

鋼桁橋 

N=50 

建設不明橋 

N=103 

建設明確橋 

N=15 

建設不明橋 

N=60 

建設明確橋 

N=83 

建設不明橋 

N= 3 

建設明確橋 

N=47 

劣化予測曲線 

の計算しない 

劣化予測曲線 

の計算しない 

評価対象橋 

N=64 

建設不明橋 

N=59 

建設明確橋 

N=5 

健全度評価

N=163 

(Ⅰ) N=40 

(Ⅱ) N=98 
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6.2.  劣化予測曲線（コンクリート橋） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 6-10 
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図表 6-11 
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図表 6-12 
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6.3.  劣化予測曲線（鋼 橋） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 6-13 
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図表 6-14 
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6.4.  劣化進行が速い橋梁 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 6-15 

(注) 劣化の進展が速い、青枠内(10 橋)、赤枠内(4橋)の橋梁は、 

   短い期間の点検による経過観察を提案します。 
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図表 6-16 

(注) 劣化の進展が速い、青枠内(5 橋)、赤枠内(2橋)の橋梁は、 

   短い期間の点検による経過観察を提案します。 
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(注)重要管理橋梁(14橋)に対する耐震補強の実施計画

案は、今後、検討し作成します。 

7.  ライフサイクルコスト（ＬＣＣ） 

7.1.  ライフサイクルコスト算出の手順 

市の管理橋梁(389 橋)は、橋梁機能を保持し市民生活維持や災害時対応には,日常点検や定期

点検を行うとことで、安全確保となる維持管理費を予測する目的でライフサイクルコスト（Ｌ

ＣＣ）算出を行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ＬＣＣ算出 
（各維持管理シナリオ） 

図表 7.1-1 ライフサイクル（ＬＣＣ）算出手順 

評価対象、評価単位の検討 

LCC 算出の基本的な考え方 

修繕時期の決定 

代表的な修繕工法 
標準単価の設定 

・評価対象部材の検討 
・評価単位(径間単位、橋梁単位)の検討 

修繕数量の設定 

耐震補強の実施計画 
単価、数量の設定 

技術者判断による修繕の工

法、数量、時期の見直し 

各橋梁の最適な 
維持管理方法の決定 

各維持管理シナリオ 
の費用比較 

・ＬＣＣ算出条件(評価期間・社会的役割)検討 

・評価単位(径間単位、橋梁単位)検討 

・劣化曲線および管理水準に基づく修繕時期の

決定方法の検討 

・各部材の健全度ごとに代表な修繕工法および

標準的な単価を設定 

・各点検結果を考慮した各部材の修繕数量の設

定方法の検討 

・耐震補強の実施計画の設定 

・耐震補強の単価、数量の設定 

・点検結果に基づくＬＣＣ分析結果の再精査 

・修繕工法、数量、時期の見直し 

・事前対策の追加(緊急輸送路・災害時重要橋梁) 

・副部材の修繕計画の追加 

・対策優先順位を考慮した予算の平準化 

・長寿命化修繕計画によるコスト縮減効果の検 

検証 
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7.2.  評価対象 

ＬＣＣ算出は、橋梁を構成する主要部材を対象として算出します。 

 

【対象とする主要部材】 

・主桁（コンクリート床版橋の主桁を含む） 

・床版（コンクリート床版橋の張出し床版を除く） 

・下部工躯体 

 

【対象外とする部材】(※) 

・横桁、縦桁 

・支承本体 

・伸縮装置 

・コンクリート橋の張出し床版 

・基礎工 

・路面、高欄・防護柵、排水装置、その他付属物 

・アンカーボルト、落橋防止装置、モルタル 

(※) 修繕の工法、数量、時期は、専門技術者による見直しを必要に応じて行います。 

 

7.3.  評価単位 

ＬＣＣ算出の評価単位は、下図のとおり、同一の上部工材料（鋼橋、ＲＣ橋、ＰＣ橋）単位で

部材ごとに集約します。（混合橋以外は橋梁単位） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

評価部材 評価単位 1 評価単位 2 

主桁・床版 径間 1（ＲＣ桁） 径間 2～4（鋼製桁） 

橋台・橋脚 A1、P1 の径間１側の面 P1 の径間２側の面、P2、P3、A2 

支  承 － － 

伸縮装置 － － 

 

 

   構造体 1          構造体 2         構造体 3 

① 【ＲＣ橋】  ②       ③        ④        ⑤ 

図表 7.3-1 ＬＣＣ算出の評価単位例 

                ③ 
径間 1      径間 2     径間 3      径間 4 

Ａ1       Ｐ1       Ｐ2       Ｐ3       Ａ2 
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7.4.  ＬＣＣ算出の基本方針 

ＬＣＣ算出の基本方針は、下記です。 

①ＬＣＣは、部材ごとに設定した評価単位ごとに計算を行います。 

②各部材の健全度ごとに代表的な工法および標準的な単価、修繕数量を設定します。 

③維持管理シナリオごとにＬＣＣを算出します。 

維持管理シナリオ１として長寿命化計画策定によるメリハリのある維持管理（維持管理・ 

補修シナリオ マニュアルの内容に相当） 

維持管理シナリオ２として従来型の事後保全型の維持管理を想定しています。 

④ＬＣＣ計算の期間は、一般的には 30～50 年間ですが、暫定期間として 30年間とします。 

⑤社会的変化による補正率は、考慮しないものとします。 

⑥修繕後の健全度は、100%の回復（健全度ランクⅠに回復）するものとし、その後の劣化速度 

当初設定した劣化曲線（傾き補正なし）に従うものとします。 

（同一部材間の設計基準の違いによる回復度合いの差別化は行わず、すべて、健全度ランクⅠ 

までの回復） 

※修繕時期や修繕工法の違いによる劣化曲線の傾き補正について 

・本来、早い段階でより有効な延命化対策を実施することにより、修繕後の劣化曲線の傾き

は当初設定した劣化曲線（補正なし）よりも緩い傾きとなると想定されます。 

・現段階において修繕後の劣化曲線について十分な知見が蓄積されていないため、安全側の 

評価として、当初設定した劣化曲線（補正なし）を用いるものとしました。 

⑦計算時工事費の諸経費率ＬＣＣは、部材ごとに設定した評価単位ごとに計算を行います。 

・ＬＣＣ計算により得られた直接工事費を次式により工事費に換算します。 

工事費＝直接工事費×（1+α） 

ここで、αは工事費計算時の諸経費率（共通仮設費、一般管理費等）です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

維持管理シナリオ１：予防保全 

維持管理シナリオ２：事後保全 

 

 

評価開始年                供用年    評価開始年               供用年 

健全度                         修繕 
評価値                         費用 

Ⅰ 

Ⅱ 

Ⅲ 

Ⅳ 

● 

● 

● 

● 

評価期間 50 年 

修繕         修

修繕       修繕 

当初設定し

た 

劣化曲線 

(補正なし) 
健全

度評

価値

100%

点検結果により 

補正した劣化曲

評価期間 30 年(暫定) 

● 

● ● 

● 

修繕    修

修

修

ＬＣ

Ｃの

比較 

修繕費用＝[各工法の修繕単価]×[修繕数量] 

(※社会的変化による補正率は考慮しない) 

図表 7.4-1 ＬＣＣ縮減のイメージ図 
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7.5.  修繕時期の決定 

ＬＣＣ算出の修繕時期は、各部材の劣化曲線および管理水準に基づき決定します。 

 

①維持管理(重要管理・予防保全管理：図表 7.5-1 健全度評価値と維持管理基準を参照) 

・健全度評価 Ⅲ に到達する以前に予防保全を実施 

・評価開始年にすでに健全度評価 Ⅲ の場合は評価開始年に事後保全を実施 

・健全度評価 Ⅳ の場合は評価開始年に架替または取替を実施 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②維持管理(簡易予防保全管理：図表 7.5-2 健全度評価値と維持管理基準を参照) 

・簡易な予防保全を行いながら健全度評価 Ⅳ に到達する以前に修繕を実施 

・評価開始年にすでに健全度評価 Ⅳ の場合は評価開始年に架替または取替を実施 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

供 用   評 価                        評 価      供用年 

開始年   開始年                        終了年 

健全度 

評価値 

(変更)

Ⅰ 

Ⅱ 

Ⅲ 

Ⅳ 

● 
予防保全             予防保

● 

〇

維持管理目標 

(Ⅲにしない) 

開始年にすでに評価 

Ⅲ以上は事後保全 
健全度 Ⅲ 

となる前

図表 7.5-1 維持管理(重要管理・予防保全管理)のＬＣＣ図 

供 用   評 価                        評 価      供用年 

開始年   開始年                        終了年 

健全度 

評価値 

(変更)

Ⅰ 

Ⅱ 

Ⅲ 

Ⅳ 

● 簡易予防保全           簡易予防保● 

〇

維持管理目

標 

(Ⅳにしな

い) 
開始年にすでに評価 

Ⅳの場合は事後保全 

健全度 Ⅳ 

となる前

図表 7.5-2 維持管理(簡易予防保全管理)のＬＣＣ図 
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③維持管理(事後保全管理：図表 7.5-3 健全度評価値と維持管理基準を参照) 

・健全度評価 Ⅳ に到達する以前に、事後保全を実施 

・評価開始年にすでに健全度評価 Ⅳ の場合は評価開始年に架替または取替を実施 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④維持管理(事後保全管理：図表 7.5-4 健全度評価値と維持管理基準を参照) 

・健全度評価 Ⅳ に到達した翌年に、架替えまたは取替を実施 

・評価開始年にすでに健全度評価 Ⅳ の場合は評価開始年に架替または取替を実施 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 7.5-3 維持管理(事後保全管理)のＬＣＣ図 

供 用   評 価                        評 価      供用年 

開始年   開始年                        終了年 

健全度 

評価値 

(変更)

Ⅰ 

Ⅱ 

Ⅲ 

Ⅳ 

架替えまたは取
● 

〇

維持管理目標 

(Ⅳを短期間許容) 

開始年にすでに評価Ⅳの場合は 

架替えまたは取替え 

健全度 Ⅳ 

に到達後 

図表 7.5-4 維持管理(事後保全管理)のＬＣＣ縮減図 

供 用   評 価                        評 価      供用年 

開始年   開始年                        終了年 

健全度 

評価値 

(変更)

Ⅰ 

Ⅱ 

Ⅲ 

Ⅳ 

● 事後保全             事後保全 
● 

〇

維持管理目

標 

(Ⅳにしな

い) 

開始年にすでに評価 

Ⅳの場合は事後保全 

健全度 Ⅳ 

となる以前
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8.  補修・補強の実施方針 

8.1.  施設重要度と維持管理レベル 

福島県道路長寿命化計画では施設の重要度に応じて、維持管理レベルを設定しメリハリある 

維持管理の実現を目指しています。 

下図表は、橋梁の重要度と維持管理レベルの関係について示します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

8.2.  施設重要度に応じた優先順位 

各年度の補修計画は、各部材に対して、次のすように部材の健全度ランク、橋梁の重要度に基 

づき優先順位付けをしました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 8.1-1 施設重要度と維持管理レベル 

図表 8.2-1 施設重要度と補修・補強の優先順位 
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8.3.  今後の取組みの方向性(参考資料) 

国土交通白書 2020 「第２節 持続可能なインフラメンテナンスサイクルの実現のために」では 

今後の取組の方向性について、下記内容が記載されています。 

 

（1）予防保全の徹底：（「事後保全」から「予防保全」への転換） 

インフラメンテナンスについては、施設に不具合が生じてから対策を行う「事後保全」から、施設

に不具合が生じる前に対策を行う「予防保全」への転換や新技術の導入等により、今後増加が見込ま

れる維持管理・更新費の縮減を図ることが重要である。 

 

国土交通省が所管するインフラを対象に将来の維持管理・更新費を推計したところ、「事後保全」

の場合、1年当たりの費用は 2048 年度（令和 30年度）には 2018 年度の約 2.4 倍となった。一方、「予

防保全」の場合、1 年当たりの費用は 2048 年度には「事後保全」の場合と比べて約 5 割減少し、30

年間の累計でも約 3 割減少する見込みとなった（図表 I-3-2-8）。 

 

 

(国土交通白書 2020：図表 I-3-2-8 将来の維持管理・更新費の推計結果) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

これまで、道路施設、河川管理施設など様々な分野で点検を行っており、早急に対策を実施する 

必要があるインフラが多数存在していることが判明しています。 

これらの施設の機能を回復させることが、予防保全への本格転換の第一歩です。 

 

（2）「予防保全」転換による効果 

次頁 図表 8.4.1-1 における事後保全数(N=177)：〔Co 桁橋 175(62＋90＋23)＋鋼桁橋 2〕です。 

全橋梁(389)から木製橋(7)、その他(石橋 1、形式不明 2)を除いた事後保全比率は、 

(比率)＝(事後保全：177)/{(Co 桁橋：328)＋(鋼桁橋：51)}×100＝46.7(%) 

長寿命化計画の修正業務では、(新技術)採用と伴に(事後保全→予防保全への転換)とする 

方針変更により、補修工事費 約 2～4割の維持管理費縮減が見込める可能性があります。 
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8.4.  橋梁長寿命計画修正 

8.4.1.  工種・管理 別分類 

（１）全橋梁(389 橋)の分類 

 

 

 

管理区分 

 

(N=389) 

コンクリート桁橋 鋼製橋 

 

(N=51) 

木製橋 

 

(N=7) 

その他 

Box 橋 

(N=64) 

RC 桁橋 

(N=122) 

PC 桁橋 

(N=142) 

石 橋 

(N=1) 

その他 

(N=2) 

事
後
保
全 

Ⅰ 25 25 6     

Ⅱ 36 52 13 2  1  

Ⅲ 1 13 4  1   

Ⅳ        

計 62 90 23 2 1 1  

簡
易
予
防
保
全 

Ⅰ 2 6 14 2    

Ⅱ  17 57 18    

Ⅲ  5 10 2    

Ⅳ        

計 2 28 81 22    

予
防
保
全 

Ⅰ  1 3 4    

Ⅱ  2 21 13    

Ⅲ  1 4 3    

Ⅳ        

計  4 28 20    

重
要
管
理 

Ⅰ        

Ⅱ   5 3    

Ⅲ   4 2    

Ⅳ        

計   9 5    

評価不明    
(トラス橋) 

1 
   

形式不明       
(形式不明) 

2 

撤去・落橋   
(撤去) 

1 
 

(落橋) 

4 
  

通行・車両 

不可 
   

(通行不可) 

1 

(車両不可) 

2 
  

合  計 

64 122 142 
51 7 

1 2 

328 3 

N＝(328＋51＋7＋3)＝389 

 

図表 8.4.1-1 橋梁工種別の(管理・評価)区分表 
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8.5.  管理区分変行 

8.5.1.  補修による管理区分変移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

凡例：☆は補修前の評価値、◎は補修後の評価値を示す。 

 

8.5.2.  施設重要度別の補修変移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

管
理
区
分 

評価値 補修の対象部材と実施内容 
備  考 

区分 対象 対象部材 実施内容 

事
後
保
全 

Ⅰ   

 

 

 ・事後保全は構造物

の損傷が深刻化して

初めて大規模な修繕

を実施。構造物を使

用限度まで使用す

る。 

Ⅱ   

 

 

 

Ⅲ ☆ 
主 部 材 

(主桁・横桁・床版・下部工) 

主部材評価値(Ⅲ→Ⅳ)への進展を注視しつ

つ大規模修繕、架替え工法を目標とする 
Ⅳ  

簡
易
予
防
保
全 

Ⅰ    
 

Ⅱ    

Ⅲ ☆ 主 部 材 
(主桁・横桁・床版・下部工) 

評価値(Ⅲ)の主部材に対し簡易的補修法に

より(Ⅳ)進展防止し、評価値(Ⅲ)の現状保全

を補修目標とする Ⅳ  

予
防
保
全 

Ⅰ     

Ⅱ ◎ 
主 部 材 

(主桁・横桁・床版・下部工) 

評価値(Ⅱ、Ⅲ)の主部材に対し標準的補修法

により(Ⅳ)進展防止し、評価値(Ⅱ)を補修目 

標とする Ⅲ ☆ 

Ⅳ    

重

要

管

理 

Ⅰ     

Ⅱ ◎ 主 部 材 
(主桁・横桁・床版・下部工) 

支承部・その他 

評価値(Ⅱ、Ⅲ)の全部材に対し標準的補修法

により(Ⅳ)進展防止し、評価値(Ⅱ)を補修目 

標とする Ⅲ ☆ 

Ⅳ    

図表 8.7.2-1 施設重要度と補修の優先順位(再表示) 

図表 8.7.1-1 補修(前・後)による管理区分変移表 
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8.6.  コンクリート構造物の補修・補強工法 

8.6.1.  損傷と損傷原因 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 8.8.1-1 コンクリート構造物の主な損傷と損傷原因 

(出典)福島県 橋梁補修調査設計要領(案)平成 25年 3 月(平成 29 年 8 月一部改訂) P.27 
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8.6.2.  部材の適用補修・補強工法 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 8.8.2-1 コンクリート部材の適用可能な補修工法の概要 

(出典)福島県 橋梁補修調査設計要領(案)平成 25年 3 月(平成 29 年 8 月一部改訂) P.34 
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8.6.3.  桁の補修・補強選定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(出典)福島県 橋梁補修調査設計要領(案)平成 25年 3 月(平成 29 年 8 月一部改訂) P.35 

図表 8.8.3-1 コンクリート桁(主桁・横桁)の選定手順 
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図表 8.8.3-2 コンクリート桁の損傷と補修工法の目安 

(出典)福島県 橋梁補修調査設計要領(案)平成 25年 3 月(平成 29 年 8 月一部改訂) P.36 
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8.6.4.  床版の補修・補強選定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(出典)福島県 橋梁補修調査設計要領(案)平成 25年 3 月(平成 29 年 8 月一部改訂) P.37 

図表 8.8.4-1 コンクリート床版の選定手順 
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図表 8.8.4-2 コンクリート床版の損傷と補修工法の目安 

(出典)福島県 橋梁補修調査設計要領(案)平成 25年 3 月(平成 29 年 8 月一部改訂) P.38 
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8.6.5.  下部工(橋台・橋脚)の補修・補強選定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(出典)福島県 橋梁補修調査設計要領(案)平成 25年 3 月(平成 29 年 8 月一部改訂) P.39 

図表 8.8.5-1 コンクリート下部工(橋台・橋脚)の選定手順 
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図表 8.8.5-2 コンクリート下部工(橋台・橋脚)の損傷と補修工法の目安 

(出典)福島県 橋梁補修調査設計要領(案)平成 25年 3 月(平成 29 年 8 月一部改訂) P.40 
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8.6.6.  部材補修・補強の特徴および留意点 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(出典)福島県 橋梁補修調査設計要領(案)平成 25年 3 月(平成 29 年 8 月一部改訂) P.41 

図表 8.8.6-1 コンクリートの補修・補強工法と適用可能部材 
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① 断面修復法 

ａ）工法の特徴  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 8.8.6-2 ①断面修復法 

(出典)福島県 橋梁補修調査設計要領(案)平成 25年 3 月(平成 29 年 8 月一部改訂) P.42 
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ｂ）工法選定時の留意点 

・橋面からの雨水が損傷原因の場合は、床版防水工法、伸縮装置からの雨水対策なども併せて 

検討する必要があります。 

・鉄筋の腐食が認められる場合は、鉄筋の防錆処理工法後、断面修復工法を適用します。 

・部材の耐荷力が不足している場合は、あわせて補強工法として炭素繊維接着工法、鋼板接着 

工法、外ケーブル工法などの併用を検討する必要があります。 

・樹脂系の注入材は、漏水の著しい箇所での施工は適しません。 

・断面修復の範囲は、損傷原因、環境条件、施工方法、使用材料を考慮して適切に検討が必要 

（例：塩害損傷に対する断面修復で補修範囲が適切でない場合、鋼材にマクロセルが生じ、鉄筋の

発錆が促進される場合がある）。→多量の塩化物イオンを含むコンクリートは該当範囲をすべて

除去します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜施工方法＞ 

施工規模に応じて「左官工法」、「吹付工法」、「充填工法」を使い分けます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(出典)福島県 橋梁補修調査設計要領(案)平成 25年 3 月(平成 29 年 8 月一部改訂) P.43 

図表 8.8.6-3 マクロセル腐食のイメージ図 

図表 8.8.6-4 断面修復の施工方法 
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＜断面修復材＞ 

断面修復工法に用いられる断面修復材は、セメントモルタル、ポリマーセメントモルタルおよ

びポリマーモルタルの中から選択される。これらの断面修復材は、その品質の安定化、均一性お

よび使用性を考慮し、必要な粉体材料と粒状体材料（細骨材）があらかじめ適量に配合された材

料（プレミックス材料）の形態として用いられる場合が多く、各断面修復材の期待される性能と

断面修復材の適用効果との関係を下表に示します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 8.8.6-5 断面修復工法に期待される性能と適用効果 

(出典)福島県 橋梁補修調査設計要領(案)平成 25年 3 月(平成 29 年 8 月一部改訂) P.44 
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＜断面修復工法の選定手順＞ 

断面修復工法の選定手順を下図に示します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 8.8.6-6 断面修復工法の選定手順図 

(出典)福島県 橋梁補修調査設計要領(案)平成 25年 3 月(平成 29 年 8 月一部改訂) P.45 
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② ひび割れ補修工法 

ａ）工法の特徴  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 8.8.6-7 ②ひび割れ補修工法 

(出典)福島県 橋梁補修調査設計要領(案)平成 25年 3 月(平成 29 年 8 月一部改訂) P.46 
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ｂ）工法選定時の留意点 

・橋面からの雨水が損傷原因の場合は、床版防水工法、伸縮装置からの雨水対策なども併せて 

検討する必要があります。 

・鉄筋の腐食が認められる場合は、鉄筋の防錆処理工法後、断面修復工法を適用します。 

・部材の耐荷力が不足している場合は、あわせて補強工法として炭素繊維接着工法、鋼板接着 

工法、外ケーブル工法などの併用を検討する必要があります。 

・樹脂系の注入材は、漏水の著しい箇所での施工は適さないです。 

・5℃以下の低温の場合、エポキシ樹脂やポリマーセメント系材料の硬化が遅くなるため、施 

工には注意が必要です。 

 

 

＜施工方法＞ 

ひび割れ補修工法は、補修対象ひびわれの幅、ひびわれ部の挙動を考慮し、適切な工法、補修 

材料を選定する必要があります。 

ひび割れ充填工法を適用する場合、ひびわれに沿ってＵ字型にカットすることを原則とするＶ 

字型にカットした場合、カット部の処理が不十分となりカット部と充填部との隙間から水の 

浸透により、充填材を劣化させる要因になりかねないためです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 8.8.6-8 ②ひび割れ補修工法 

(出典)福島県 橋梁補修調査設計要領(案)平成 25年 3 月(平成 29 年 8 月一部改訂) P.47 
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＜補修材料＞ 

旧建設省 総合技術開発プロジェクト「コンクリートの耐久性向上技術の開発」では、 

ひび割れの進行区分とひびわれ幅によって、使用する注入材の品質規格を規定している。 

下表に、注入材および充填材の品質規格を示します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(出典)福島県 橋梁補修調査設計要領(案)平成 25年 3 月(平成 29 年 8 月一部改訂) P.48 

図表 5.6-3 断面修復の施工方法 

図表 8.8.6-9 ひび割れ注入材と充填材の品質規格法 
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＜ひび割れ補修工法の選定手順＞ 

ひび割れ補修工法の選定手順を下図に示します。基本的に鋼材が腐食していない場合に適用可

能な工法です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 8.8.6-10 ひび割れ補修工法の選定手順図 

(出典)福島県 橋梁補修調査設計要領(案)平成 25年 3 月(平成 29 年 8 月一部改訂) P.49 
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③ 表面被覆工法 

ａ）工法の特徴  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 8.8.6-11 ③表面被覆工法 

(出典)福島県 橋梁補修調査設計要領(案)平成 25年 3 月(平成 29 年 8 月一部改訂) P.50 



 
 
 

59 
 

ｂ）工法選定時の留意点 

＜表面被覆工法の材料＞ 

表面保護工法は、有機系または無機系の被覆材により被覆を施し、劣化因子の侵入を抑 

制・防止する工法（表面被覆工法）と、コンクリート表面に塗布した表面含浸材がコンク 

リート内部に含浸して、劣化因子の侵入抑制、または新たな性能を付与る効果をもたらす 

工法（表面含浸工法）があります。 

ここでは前者である表面被覆工法に着目し、各表面処理材の期待される性能と適果との関 

係を下表（無機系被覆工法）、（有機系被覆工法）に示します。 

 

＜無機系被覆工法＞ 

・有機系被覆材に比較して紫外線劣化に対する抵抗や耐久性や難燃性に優れる。反面、ひび 

割れ追随性に劣ります。 

・中塗り（主材）として使用する無機系被覆材は、ポリマーセメント系の実績が多い。 

・中塗りだけの被覆を施した「単層による塗布工法」、中塗り及び上塗り材で構成される「複 

層による塗布工法」、中塗り中にメッシュを入れた剥落防止効果を有する「メッシュ工法」 

の３種類があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 8.8.6-12 無機系被覆工法に期待される性能と適用効果 

(出典)福島県 橋梁補修調査設計要領(案)平成 25年 3 月(平成 29 年 8 月一部改訂) P.51 
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＜有機系被覆工法＞ 

・「塗装工法」と「シート工法」に大別されます。 

・一般には作業性に優れる塗装工法を適用します。 

・剥落防止を主目的とする場合、シート工法を選択します。 

・湿潤面等での施工に制約があります。 

・工程（プライマー工、パテ工、中塗り工、上塗り工）が長期間です。 

・水蒸気透過性が無いことにより膨れが生じ易いです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 8.8.6-13 有機系被覆工法に期待される性能と適用効果 

(出典)福島県 橋梁補修調査設計要領(案)平成 25年 3 月(平成 29 年 8 月一部改訂) P.52 
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＜表面被覆工法の選定手順＞ 

表面被覆工法の選定手順を、下図に示します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 8.8.6-14 表面被覆工法の選定手順図 

(出典)福島県 橋梁補修調査設計要領(案)平成 25年 3 月(平成 29 年 8 月一部改訂) P.53 
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④ 表面含浸工法 

ａ）工法の特徴  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 8.8.6-15 ④表面含浸工法 

(出典)福島県 橋梁補修調査設計要領(案)平成 25年 3 月(平成 29 年 8 月一部改訂) P.54 
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ｂ）工法選定時の留意点 

＜表面含浸工法の材料＞ 

表面保護工法は、有機系または無機系の被覆材により被覆を施し、劣化因子の侵入を抑 

制・防止する工法（表面被覆工法）と、コンクリート表面に塗布した表面含浸材がコン 

クリート内部に含浸して、劣化因子の侵入抑制、または新たな性能を付与する効果をも 

たらす工法（表面含浸工法）があります。 

ここでは後者である表面被覆工法に着目し、各表面処理材の期待される性能と適用効果 

との関係を下表に示します。 

表面含浸工法には多くの製品があり、製品の種類や成分によってコンクリート表層の改 

質機構が異なる。更に、適用する箇所の環境条件により、発揮される性能・効果や適用 

範囲が異なってくるため製品の選定時に留意する必要があります。 

 

＜工法選定時の留意点＞ 

・コンクリート断面の損傷が著しい場合、断面修復工法と併用します。 

・表面含浸材は、撥水タイプの「シラン系」と固化タイプの「ケイ酸塩系」に大別される。 

・シラン系では表層が緻密化されないため、水の圧力に対する抵抗性を求める場合や水の滞 

留が懸念される環境の場合は、ケイ酸塩系表面含浸材の採用を検討します。 

・ケイ酸塩系は、施工で生じた微細なひびわれを充填する対策として有効であるがひび割れ 

の追従性を有していないため、進展性のひび割れへの採用には留意が必要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 8.8.6-16 表面含浸工法に期待される性能と適用効果 

(出典)福島県 橋梁補修調査設計要領(案)平成 25年 3 月(平成 29 年 8 月一部改訂) P.55 
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＜表面含浸工法の選定手順＞ 

表面含浸工法の選定手順を、下図に示します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 8.8.6-17 表面含浸工法の選定手順図 

(出典)福島県 橋梁補修調査設計要領(案)平成 25年 3 月(平成 29 年 8 月一部改訂) P.56 



 
 
 

65 
 

⑤ 剥落防止工法 

ａ）工法の特徴 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｂ）工法選定時の留意点 

留意点については、表面被覆工法を参照して下さい。 

 

 

 

 

 

 

図表 8.8.6-18 ⑤剥落防止工法 

(出典)福島県 橋梁補修調査設計要領(案)平成 25年 3 月(平成 29 年 8 月一部改訂) P.57 
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＜剥落防止工法の選定手順＞ 

剥落防止工法の選定手順を、下図に示します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 8.8.6-19 剥落防止工法の選定手順図 

(出典)福島県 橋梁補修調査設計要領(案)平成 25年 3 月(平成 29 年 8 月一部改訂) P.58 
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⑥ 床版防水工法 

ａ）工法の特徴 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 8.8.6-20 ⑥床版防水工法 

(出典)福島県 橋梁補修調査設計要領(案)平成 25年 3 月(平成 29 年 8 月一部改訂) P.59 
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ｂ）工法選定時の留意点 

・橋梁点検結果から、床版のひびわれから漏水の跡が確認された場合には、原則として床 

版防水工を施すものとします。 

・ひびわれ、漏水などが確認されない場合でも、舗装の打換えと同時に、床版防水工を施 

すことが望ましいです。 

・コンクリート桁やコンクリート床版を下面から補修・補強する場合に、路面から漏水が 

あると、部材内に滞水することとなり更に劣化が進行しやすくなるため、防水層を必ず 

設置するものとします。 

・床版防水工は、シート系と塗膜系の２種類が多く用いられます。 

・不透水性に対する性能、床版および舗装との接着性、床版のひびわれに対する追随性な 

ど、シート系が優位であり耐久性が高いです。 

・ブリスタリング(空気だまり)発生の可能性は塗膜系(加熱型)が比較的低い。舗装厚の薄 

い舗装には、ブリスタリングが生じる可能性の高いシート系の適用は避けた方がよいです。 

・施工性は重ね塗りを必要とするが、塗膜性が良好でありシート系に比べて施工が早いです。 

・床版の不陸に対する施工性に関して、塗膜系が良好です。 

・シート系は車道部での施工実績が多く、塗膜系は歩道部で多いです。 

・シート系は塗膜系に対し、信頼度はあるが多少割高です。 

・以上より車道部では信頼性の高いシート系を基本と 

するが、橋面の不陸や時間的な制約などによりシー 

ト系の採用が困難な場合は塗膜系を用いることがで 

きます。塗膜系を用いる場合、下図に示す「③コン 

クリート床版の複合防水工」複合防水工を採用する 

などの信頼性を確保するための検討が必要です。 

 

＜防水層選定フロー(アスファルト舗装)＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 8.8.6-22 防水層選定手順 

(出典)福島県 橋梁補修調査設計要領(案)平成 25年 3 月(平成 29 年 8 月一部改訂) P.60 

図表 8.8.6-21 複合防水工イメージ 
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＜コンクリート舗装＞ 

コンクリート舗装の場合は、切削によるアスファルトへの打換（防水層設置）や含 

浸材等による防水を検討します。 

 

＜鋼床版＞ 

防水層は設置しません。 

かわりに舗装の基層に不透水性の高い、グースアスファルト混合物を使用します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 8.8.6-23 コンクリート床版防水層の選択基準の目安 

(出典)福島県 橋梁補修調査設計要領(案)平成 25年 3 月(平成 29 年 8 月一部改訂) P.61 
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ｃ）橋面舗装 

車道部の橋面舗装は、原則としてアスファルト舗装とします｡なお、舗装構成は、２層構 

造として、舗装厚は８㎝を標準とします｡また、鋼床版における舗装厚はボルト高を考慮し 

て８㎝を標準とします。 

 

＜コンクリート床版上の舗装構成＞ 

コンクリート床版上の舗装構成は下図を標準とします｡ 

ただし、現状舗装厚が５cm 以下の場合は、 

〇一 般 地 域：密粒度 G13 ＋ポリマー改質 I型(１層) 

〇積雪・寒冷地域：密粒度 G13F＋ポリマー改質 I型(１層) 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜鋼床版上の舗装構成＞ 

鋼床版上の舗装構成は下図を標準とします｡ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜歩道部の舗装＞ 

歩道部の橋面舗装は、原則としてアスファルト舗装とする｡コンクリート床版上は細粒度 

アスコン、鋼床版上ではグースアスファルトを用い、舗装厚は３㎝を標準とします｡ 

 

 

 

 

 

 

図表 8.8.6-24 コンクリート床版上の舗装構成 

図表 8.8.6-25 鋼床版上の舗装構成 

(出典)福島県 橋梁補修調査設計要領(案)平成 25年 3 月(平成 29 年 8 月一部改訂) P.62 
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d）床版の水抜き 

床版の水抜き孔とは、床版上や床版防水層上の滞留水、導水パイプや導水帯によって集 

水された水を床版下面に排水するための、床版を貫通する鉛直方向の排水装置です。床 

版の不陸により床版上面に凹部があり滞水が避けられない場所にも床版の水抜き孔の設 

置を検討します。 

床版下面での流末処理は、排水管に接続するなど適切に行う必要があります。 

床版の水抜き孔は、縦断勾配に応じて設置する必要があり、床版の水抜き孔の設置間隔 

の例は、図表 8.8.6-26 に示します。 

水抜き孔は、直径が 30～60mm 程度のパイプで材質にはステンレス製や樹脂製などがあり 

ます。設置例は、図表 8.8.6-27 に示します。 

詳細については、福島県  土木設計マニュアル［橋梁偏］に準ずるものとします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 8.8.6-26 床版の水抜き孔設置間隔の規定例 

図表 8.8.6-27 床版の水抜き孔の設置例 

(出典)福島県 橋梁補修調査設計要領(案)平成 25年 3 月(平成 29 年 8 月一部改訂) P.63 
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ｅ）床版下面での流末処理 

床版水抜き孔からの排水による床版の劣化損傷を防止するため、水抜き孔の流末の構造 

の留意点を以下に示します。 

 

①垂れ流しの部の水抜き孔の流末は、上部工桁下へ導水し突出させるとともに、上部工 

に確実に固定するものとします。 

②垂れ流しが出来ない区間（跨線部や跨道部）は、導水管等で排水管に接続します。 

③排水管が近傍に無い場合は誘導管を設置し、排水管まで導水された水を床版下面に流 

します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(出典)福島県 橋梁補修調査設計要領(案)平成 25年 3 月(平成 29 年 8 月一部改訂) P.64 

図表 8.8.6-28 導水管の下フランジへの固定方法例(垂流しの場合) 

図表 8.8.6-29 床版水抜きの流末処理の例(垂流しが出来ない場合) 
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⑦ 連続繊維シート接着工法 

ａ）工法の特徴 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 8.8.6-30 ⑦連続繊維シート接着工法 

(出典)福島県 橋梁補修調査設計要領(案)平成 25年 3 月(平成 29 年 8 月一部改訂) P.65 
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ｂ）工法選定時の留意点 

連続繊維シート接着工法において、補強前に既に作用している永久荷重は、補強前の既設 

断面が負担するものとし、活荷重および補強後に作用する永久荷重は補強後の断面が負担 

するとして、これらの荷重による応力度の合成応力度により照査が必要です。 

 

接着方法 

連続繊維シート接着工法の貼り付けは、以前は床版下面全面に貼り付けていたが、近年は 

以下の理由により短冊状に貼り付けることが多くなっており、本要領においてもこの方法 

を基本とします。 

・シート補強を床版全面に実施して路面から漏水があると、床版内に滞水することにな 

り、更に劣化が進行しやすいです。路面の防水工を実施することで漏水を防止できま 

すが、長期にわたり完全に防止できない場合も想定されます。短冊状に貼り付けるこ 

とで、水の逃げ道を確保しておくことができます。 

・短冊状に貼り付けることで、連続繊維シートを貼っていない箇所での床版の損傷（ひ 

び割れ、遊離石灰等）の進行状況が確認できます。損傷の進行が確認できることによ 

り、抜け落ち等の大きな損傷に至る前に必要な対策を講じることが可能です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

適用可能な損傷程度 

連続繊維シート接着工法は、シートの面外方向のせん断剛性のない材料であるため、床版 

の損傷が格子状に進展して遊離石灰が見られるなど、せん断耐力が著しく低下した段階に 

は適用できません。連続繊維シート接着工法が採用できる目安としては、二方向のひび割 

れが発生し角落ちが生じていない段階までです。 

土木研究所で行った輪荷重走行試験では、この損傷段階に対して連続繊維シート接着工法 

で補強することにより、疲労耐久性の大幅な改善が認められています。 

 

 

 

図表 8.8.6-31 連続繊維シート接着工法の概要 

(出典)福島県 橋梁補修調査設計要領(案)平成 25年 3 月(平成 29 年 8 月一部改訂) P.66 
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連続繊維シート接着工法の材料 

連続繊維シート接着工法の材料として一般的に用いられているＣＦＲＰ（炭素繊維）シート 

について、材料の諸定数の標準値を下図表に示します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(出典)福島県 橋梁補修調査設計要領(案)平成 25年 3 月(平成 29 年 8 月一部改訂) P.67 

図表 8.8.6-32 炭素繊維シートのヤング係数および繊維目付量断面積、厚さの標準値 
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⑧ 鋼板接着工法 

ａ）工法の特徴 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 8.8.6-33 ⑧鋼板接着工法 

(出典)福島県 橋梁補修調査設計要領(案)平成 25年 3 月(平成 29 年 8 月一部改訂) P.68 
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ｂ）工法選定時の留意点 

連続繊維シート接着工法において、補強前に既に作用している永久荷重は、補強前の既設 

断面が負担するものとし、活荷重および補強後に作用する永久荷重は補強後の断面が負担 

するとして、これらの荷重による応力度の合成応力度により照査する必要があります。 

 

以下に、施工時に留意すべき事項を示します。 

 

・鋼板の接着はエポキシ樹脂の注入によるものとし、樹脂厚は 3mm 程度とします。 

・鋼板の最小厚は樹脂の注入圧による変形防止や施工性を考慮して 4.5mm 程度以上とします。 

・鋼板配置は、断面の急変による応力集中の影響を低減するため、ハンチ下端まで延ばして 

固定する。なお、その端部はシール材の施工を考慮し 20mm 程度あけておきます。 

・アンカーボルトは M8×30 を標準とし配置は 7本/m2 程度以上、ピッチは 500mm 程度以下 

とします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 8.8.6-34 鋼板接着工法の概要 

(出典)福島県 橋梁補修調査設計要領(案)平成 25年 3 月(平成 29 年 8 月一部改訂) P.66 
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8.7.  鋼構造物の補修・補強工法 

8.7.1.  損傷と損傷原因 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 8.9.1-1 鋼部材の主な損傷と損傷原因 

(出典)福島県 橋梁補修調査設計要領(案)平成 25年 3 月(平成 29 年 8 月一部改訂) P.76 
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8.7.2.  部材の適用補修・補強工法 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 8.9.2-1 鋼部材の適用可能な補修・補強工法の概要 

(出典)福島県 橋梁補修調査設計要領(案)平成 25年 3 月(平成 29 年 8 月一部改訂) P.85 
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8.7.3.  補強・補修工法の選定手順 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 8.9.3-1 鋼部材の補修・補強工法の選定手順 

(出典)福島県 橋梁補修調査設計要領(案)平成 25年 3 月(平成 29 年 8 月一部改訂) P.86 
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各補修工法の特徴および留意点 

各補修補強工法の特徴および工法選定時の留意点を十分に把握した上で、各橋梁に対して 

適切な工法を選定します。以下に補修補強工法と適用可能部材を示します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 8.9.3-2 鋼構造物における損傷と補修工法の目安 

(出典)福島県 橋梁補修調査設計要領(案)平成 25年 3 月(平成 29 年 8 月一部改訂) P.87 

図表 8.9.3-3 鋼部材の補修・補強工法と適用可能部材 
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① 塗装塗替え工法 

ａ）工法の特徴  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 8.9.3-4 ①塗装塗替え工法 

(出典)福島県 橋梁補修調査設計要領(案)平成 25年 3 月(平成 29 年 8 月一部改訂) P.88 
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ｂ）工法選定時の留意点 

頻繁に塗替を繰り返すことは、不経済になるばかりか素地調整の騒音等の社会的な影響も大き 

いことから耐久性に優れる重防食塗装系を採用することを原則とします。 

旧塗膜が一般塗装系である A 塗装系、B 塗装系の場合は塗装・防食便覧に示される Rc-Ⅰ塗装系

に準拠し、下図表の使用が原則です。また、C 塗装系又は耐候性鋼材、溶解亜鉛めっき、金属溶

射については別途検討が必要です。 

また、旧塗膜が鉛系の場合、ブラスト廃材受け入れの際に成分検査が必要となるため、十分な注

意が必要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 8.9.3-6 旧塗膜と塗替え塗装系の組合せ 

図表 8.9.3-5 Rc-Ⅰ塗装系(スプレー) 

(出典)福島県 橋梁補修調査設計要領(案)平成 25年 3 月(平成 29 年 8 月一部改訂) P.89 
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ｃ）素地調整 

旧塗膜が一般塗装系である A 塗装系、B 塗装系より塗装塗替えを行う際の塗装仕様は、耐久

性を考慮して下塗にジンクリッチペイントを塗付する重防食塗装系が原則です。ジンクリッチ

ペイントは、適切な素地調整がなされれば良好な防食性能を発揮することが既往の促進試験 18

でも確認されており、素地調整はブラスト法により素地調整程度１種、ISO Sa21/2 相当以上に

仕上げることを原則とします。 

高力ボルト接合部や凹凸のある箇所に対してブラスト法による素地調整を行った場合は、研掃

材が直接打撃されない部材凸部の陰の部分や隅角部等でさびや劣化塗膜が残存する可能 性が

高く特に注意を払う必要があります。このような部材又は部位に対しては、機械工具を併用す

るなどによって仕上げを行い、残存塗膜やさびを確実に除去する必要があります。 

鋼橋等において塗装塗替えを計画する箇所は、腐食環境に劣る桁端部など狭隘な空間が少なく

ないです。そのような箇所では、補剛材・対傾構・横構・支承等の各部材が複雑に組合わさっ

ており、それらの素地調整は十分な作業空間を確保できないなど困難を伴う場合があります。

そのため、素地調整の方法は、対象とする箇所の作業性や作業効率等も考慮のうえ適切に選択

する必要がある。素地調整の方法の選択にあたっては、図表 8.9.3-7 に示す素地調整工法別の

性能比較を参考にして検討します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 8.9.3-7 素地調整と作業内容 

(出典)福島県 橋梁補修調査設計要領(案)平成 25年 3 月(平成 29 年 8 月一部改訂) P.90 
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ｄ）塗装履歴の記録方法 

塗装工事者は塗装工事終了後に桁端部の腹板等の見やすい位置に塗装記録表を残すことが 

原則です。下図表に塗装記録表の例を示します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 8.9.3-8 素地調整工法別の性能比較（狭隘部での施工性） 

(出典)福島県 橋梁補修調査設計要領(案)平成 25年 3 月(平成 29 年 8 月一部改訂) P.91 

図表 8.9.3-9 塗装記録表の表示位置、塗装記録表の例 
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ｅ）部分塗替え塗装 

・部分塗替え塗装は、特定の部材又は部位の劣化が著しい場合に、その箇所を含むある範囲を 

塗替えることを示します。 

・部分塗替え塗装系は重防食塗装系を採用することを原則とします。 

・新塗膜と旧塗膜との境界部には、塗り重ね部を設けるものとします。 

・塗装範囲は腐食が局部的であっても維持管理を考慮する範囲をまとめて塗替えるもの 

し、局部的な塗装は原則として行わない（タッチアップ塗装のような施工は行わない）。 

・桁端部を対象とする場合は、腐食環境に配慮し橋座面上を塗装の最小範囲とします。 

・旧塗膜が一般塗装系である A 塗装系、B 塗装系の場合は塗装・防食便覧に示される Rc-Ⅰ 塗 

装系に準拠することが原則です。C 塗装系又は耐候性鋼材、溶解亜鉛めっき、金属溶射につい 

ては別途検討が必要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 8.9.3-10 新旧塗膜の塗り重ね部の処理 

図表 8.9.3-11 劣化部位に応じた塗装範囲の決定例 

(出典)福島県 橋梁補修調査設計要領(案)平成 25年 3 月(平成 29 年 8 月一部改訂) P.92 


